判例評釈 団体規制法上の観察処分の対象団体が分派した場合に、一つの団体としてなされた更新決定の一部を違法とした事例 by 堀澤 明生
北九州市立大学法政論集第 46巻第 3 ･ 4 合併号（2019年3月）抜刷






判 例 評 釈
団体規制法上の観察処分の対象団体が分派した場合に、 
一つの団体としてなされた更新決定の一部を違法とした事例
東京地裁平成 29 年 9 月 25 日判決（平成 27 （行ウ） 331 号、












オウム真理教は、昭和 59 年に B を教祖として創設され平成元年に宗教
法人となった団体であるが、平成 6 年 6 月 27 日のいわゆる松本サリン事
件、平成 7 年 3 月 20 日のいわゆる地下鉄サリン事件を敢行し、平成 7 年
12 月 19 日に宗教法人法 81 条 1 項 1 号に基づく解散命令により解散した。
宗教団体アレフは、オウム真理教において中心的な役割を果たしていた









レフ」、平成 20 年に「Aleph」と名称を変更している （以下、基本的に区
別せずに「Aleph」と表記する） 。
原告（ひかりの輪、以下「X」という。）は、平成 19 年 5 月 7 日に設立
され、Z が代表に就任した。X の基本理念においては A に権威を与えて
いないとしている。なお、原告会員の 6 割以上がサリン事件以前からオウ
ム真理教に加入していた者であり、構成員の 8 割以上が、Aleph において
活動していた者であるという。
裁判所の認定によれば、Z は、平成 14 年から平成 15 年ころには Aleph
の代表者として活動し、外形上は A の影響力を否定しつつも内部では A
に帰依するように説いていた。しかし、B の妻 D が出所し Aleph の組織
運営に関与するようになると、Z は Aleph 内で失脚した。Z は当初は分裂
することで B の教えを守る派＝ Aleph と、変革していく派＝ X とに分か
たれると説明していたが、D らとの間にこの考えは共有されていなかった。
また、更新決定当時 B が Aleph やひかりの輪に対してメッセージを発し
ていた形跡もない。
公安審査委員会は、平成 12 年 1 月 28 日付で、「本団体」に対して観察
処分及び報告義務を課する旨の決定をし、官報に掲載した。その後、平
成 15 年及び平成 18 年 1 月 23 日、「本団体」に対する観察処分の期間を 3
年間更新する旨の決定をし、Aleph の代理人に通知した。平成 21 年、平



















〇　「本団体」の 5 条 1 項該当性（評者による要約）
オウム真理教は、団体規制法 5 条 1 項の無差別大量殺人行為を行った団









することが出来る旨を明示した規定はなく、団体規制法 5 条 4 項にいう「第












































































90 年代の日本を震撼せしめたオウム真理教であったが、 B の死刑が


















⑴　朝日新聞「松本死刑囚ら 7 人 死刑執行」2018 年 7 月 6 日夕刊、1 面

























するなどして」も、4 条の「過去 10 年以内に」も、いずれもオウム真理教にあた
る団体を規制することに限定する趣旨で挿入された文言である。第 146 回国会衆議
院法務委員会第 6 号平成 11 年 11 月 17 日（北村哲男）参照。
⑷　同解散命令に関する憲法上の問題については、最決平成 8 年 1 月 30 日民集 50 巻
1 号 199 頁。
⑸　櫻井圀郎「宗教法人解散後の宗教活動」キリストと世界 22 号 （2012） 132 頁。
⑹　高橋宏志『重点講義　民事訴訟法　上［第二版補訂］』（有斐閣、2013）172-190
頁参照。
⑺　行手法 2 条 4 号の不利益処分の定義における「特定の者を名宛人として」につい
ては法人でない団体をも含むとされている。行政管理研究センター編『逐条解説　












安調査庁長官が同法 5 条 1 項及び 4 項による観察処分及びその更新処分の
請求時にいかにして処分対象となる団体を特定するかが問題となる。無差
別大量殺人行為を行った団体の規制に関する法律の規定に基づく規制措置
の手続等に関する規則（「手続規則」）2 条 2 項は「被請求団体の名称」「被
請求団体の主たる事務所の所在地」「被請求団体の代表者又は主幹者の氏
名、年齢、職業及び住所又は居所」を記載せねばならないとしつつも、手








条 2 項 3 項）等の法的効果を負うため、やはり団体自体を名宛人として処
分すると想定しているものと解される⑽。
　くと考えられる。参照、東京地判平成 27 年 10 月 29 日税務訴訟資料 265 号 162 順
号 12745。






































成 27 年 7 月 15 日訟月 62 巻 5 号 691 頁は、処分対象とされた団体の当事者能力を
特に問題としていない。

























　人格なき社団をめぐる民事手続法上の諸問題（一）」法学教室 374 号（2011）127 頁、
130 頁脚注 13 等。
⒁　第 146 回国会衆議院法務委員会第４号平成 11 年 11 月 12 日［山本有二発言］
⒂　治安制度研究会『オウム真理教の実態と「無差別大量殺人行為を行った団体の規
制に関する法律」の解説』（立花書房、2000）151-152 頁

















の原告適格によって可能なはずである。そして、たとえば Z が X の代理
人としてではなく、役員として個人的に受けた不利益を理由に出訴する場
合でも、X に関する部分の処分について何らかの勝訴判決を受けることで、





団体規制法 5 条 4 項は「第一項の処分を受けた団体」としており、前処
分と更新処分との対象団体との間の同一性が前提とされている。判旨が問
題とするように、前処分と更新処分との間に前処分の対象団体 P が分派
した（Q, R）場合であって、かつ P と Q 及び P と R のそれぞれの同一性









































































道路一括指定差戻審（大阪高判平成 14 年 10 月 16 日 LEX/DB25410275）
　本文でも述べたように結社の自由に直接に関係するこの法律において、権利救済
的ではなく権利制限的にこうした黙示の権限を認めていく解釈をしていくことには
謙抑的であるべきであろう。団体規制法 5 条 5 項で準用する同条 3 項 6 号で更新決
定の際に観察処分の際には課されていなかった新たな報告義務を課すことはできる





























　稲葉ほか『リーガルクエスト　行政法［第 4 版］』（有斐閣、2018）230 頁［村上裕章］、
洞澤秀雄「建築基準法 42 条 2 項の道路指定」行政法判例百選Ⅱ（第７版）（有斐閣、
2017）321 頁、晴山一穂「二項道路一括指定を争う訴訟形式－新司法試験・公法系
科目論文式第 2 問に寄せて」専修ロージャーナル２号（ 2007）24 頁。
















































判例解説 Watch（法セ増刊）23 号（2018 年）15 頁を参照されたい。
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